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研究成果の概要（和文）：（１）料金の限界費用が調達財源の限界費用に等しくなるような料金

水準と補助率という組み合わせが個別交通プロジェクトの効率的な財源調達法であることを示

した。（２）限界整備便益・純支出比が料金の限界費用と補助財源の限界費用とに等しくなるよ

うな延長と料金設定による組み合わせが高速道整備計画における効率的な整備延長と財源調達

法であることを示した。（３）限界整備便益・純支出比が特定財源の限界費用と補助財源の限界

費用とに等しくなるような延長と特定税率設定による組み合わせが一般道整備計画における効

率的な整備延長と財源調達法であることを示した。 
研究成果の概要（英文）：(1)Optimal funding for an individual transportation project is 
the policy mix of toll level and subsidy such that the marginal cost(mc) of tolling equals 
to the mc of subsidy funds.(2) Optimal toll expressway length and its funding is the policy 
mix of construction length, toll level and subsidy such that the marginal benefit-net 
expenditure ratio, the marginal cost(mc) of tolling and the mc of subsidy funds are all 
equal.(3)Optimal ordinary road length and its funding is the policy mix of construction 
length and road related tax level such that the marginal benefit-net expenditure ratio, 
the marginal cost(mc) of road related tax and the mc of subsidy funds are all equal. 
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１． 研究開始当初の背景 

 
交通のみならず公的支出の対象とする（公共
財）の支出水準とその支出に必要な税収を確

保するための各種税率・料金水準の効率的な
水準を求める定式化は、古くから公共経済学
（財政学）で最適課税論として確立している
（たとえば Auerbach and Hines(2002)）。そ

機関番号：１１３０１ 

研究種目：基盤研究(Ｂ) 

研究期間：2008～2010 

課題番号：20360225 

研究課題名（和文）公的資金の限界費用を考慮した各種交通機関における効率的な財源調達法

に関する研究 

研究課題名（英文） transportation project finance with marginal cost of public funds

研究代表者 森杉 壽芳（MORISUGI HISAYOSHI） 

東北大学・大学院情報科学研究科・名誉教授 

研究者番号：80026161 



 
 

れは、各種税の公的資金の限界費用が等しく
なるような税率が望ましい、また、限界便益
が公的資金の限界費用に等しくなる公的支
出水準が望ましいという原理である。しかし、
この理論では純粋公共財を対象としている
ので抽象的すぎ、今回のテーマである交通に
対して具体的な数字や公式などの提案がな
されていない。一方、交通計画、土木計画学、
交通経済学の分野では、現存の交通整備制度
についての整理が行われてきた(土木学会編
（2000)）。また、政策評価法の成立とともに、
効率的な整備・運営水準を求める手法として
の費用便益分析が拡充され、実際に交通整備
に当たっての妥当性の検討に適用されるよ
うになっている。しかし、このいずれの研究
も、効率的な料金水準・関連税水準・その結
果としての効率的な補助率や受益者負担率
を求める公式を提示していない。唯一の理論
は、混雑・環境税を含む限界費用価格形成原
理である(たとえば大石(2005)、金本ほか
（2006)）。これは、公的資金の獲得には厚生
ロスがない一括固定税が実行可能という非
現実的な仮定の下でのみ成立するので、現実
的な適用に際しては説得力がない。そして、
実際には、明確な理論的根拠がないまま、平
均費用価格が採用されてきたと見なすこと
ができる。しかし、この平均費用価格原理は、
効率的である保証はない。そこで、本研究で
は、限界費用価格形成理論で無視していた公
的資金の限界費用という概念を採用し、この
もとでの各種交通機関における効率的な料
金・税率と効率的な整備水を同時に求める公
式を確立することを目指す。ここに公的資金
の限界費用とは、限界的な公的資金を確保す
るために必要となる限界的増税あるいは限
界的歳出削減の厚生損失をいう。北欧３国と
フランスにおける道路の費用便益分析マニ
ュアルでは 1.2-1.3 を採用している（森杉
（2007））。ただし、いずれの国のマニュアル
でも最適な料金水準・財源調達を提示するよ
うにはなっていない(森杉（2007）)。また、
我が国の交通プロジェクトの費用便益分析
マニュアルでは、公的資金の限界費用を考慮
していないという問題点を有している。さら
に、交通経済学の分野では所得税の課税ロス
に注目した最適な燃料税を計算した研究
Parry and Small(2005)があるが、財源調達
の分析となっていない。以上のように少なく
とも、交通政策の分野における学会も実務界
も、最適な財源調達に関する理論や公式、あ
るいは対応した適切な費用便益分析マニュ
アルを提示することに成功していない状況
である。 
 
 
２． 研究の目的 

 

本研究は，第１に，一般道路，高速道路，鉄
道，空港，港湾，地下鉄，バス，新交通，Ｌ
ＲＴなどの各種交通機関における個別プロ
ジェクトの効率的な整備・運営水準，及びそ
の効率的な料金水準およびその効率的な財
源調達方法を求める公式，並びに，対応する
社会的純便益公式（費用便益分析公式）を提
示，並びに，現行料金水準や財源調達制度の
妥当性の検証を行うことを目的とする．ここ
に効率的とは，社会的純便益を最大にすると
いう意味である．なお，特定財源（道路と空
港）の有無で分類し，それぞれ場合の効率的
な料金水準・税率・財源調達法，費用便益分
析を求める公式を確立する．第２に，高速・
一般道を対象として，特定財源予算制約の下
で，効率的な整備延長，高速料金水準，財源
調達法を求める公式を提示，並びに，現行計
画の妥当性の検討を行うことを目的とする．
第３に，道路特定財源の効率的な各種税率を
求める公式を提示，並びに，現行水準の妥当
性の検証を行うことを目的とする。 
 
 
３． 研究の方法 

 

（１）高速道個別プロジェクトにおける効
率的な財源調達法の提示。特定の個別高速
道路線の建設を行うと想定し，現行税水準
の道路特定財源制約下での効率的な高速道
料金水準・財源調達法，費用便益公式を提
示し，現行の料金水準の妥当性を検討する．
燃料税と線型高速料金の場合を扱う基本モ
デルは森杉、料金の複雑性の導入は河野、
動学化と環境の導入は林山、不確実性とオ
プション化は織田澤が担当する。 

（２）公共交通の個別プロジェクトにおけ
る効率的な財源調達法の提示。特定財源が
ない公共交通の個別プロジェクトを行うと
想定し，効率的な運賃水準・効率的な補助
率・対応する費用便益公式を提示し，現行
整備制度の妥当性を検証する．想定する公
共交通としては，地下鉄，鉄道，新交通，
ＬＲＴ，バスの典型的な個別プロジェクト
を考える．静学モデルでは，運賃収入と（特
定財源ではなく）一般税収によって当該プ
ロジェクトの建設・維持・運営コストと一
般税収の支出需要を賄うという制約の下で
効用を最大化する運賃水準を求める問題と
なる．最も簡便なモデルの担当は森杉であ
り，初乗りと距離比例などの運賃構造およ
び一般税の表現の精確化，増税種の組み合
わせ，ネットワークの導入は河野，動学化
と環境の導入は林山，不確実性の導入は織
田澤が担当する． 
（３）高速道延長整備計画における効率的な
財源調達法の提示。 現行税水準の特定財源
制約下での効率的な高速料金水準ならびに



 
 

効率的な高速道路延長を求める公式の提示
および現行の高速道整備制度と高速道計画
の妥当性の検証を行う．これは，社会的純便
益が最大になるような高速道延長と料金水
準の同時最適問題となる．従って，静学モデ
ル（森杉担当）では，高速道の予算規模を決
定するモデルとなる．動学（林山）では，経
済成長モデル下での最適な税率と支出（投
資）および資本蓄積を決定する形をとること
になる．高速需要は，台キロで表現し，延長
に応じて一定のスピードの需要が増大する
モデルとなる．一般道は，特定財源で建設さ
れるがそれは燃料税などの税収からの支出
に相当する公共財の供給として扱う．高速需
要における燃料税と車体税の明示的な分離
およびそれらの台キロに及ぼす影響を表現
するために台キロ生産関数を導入して税体
系や料金体系影響を理論的に精密にするこ
とを目指す（河野），なお，動学化（林山），
不確実性の導入（織田澤）も行う．その成果
としては，最適料金に関しては，料金の限界
費用が調達財源の限界費用に等しい。最適な
高速道路延長については，限界便益・純支出
比が公的資金の限界費用に等しくなるよう
に決定されることが望ましいということを
示すことができる．高速延長の限界費用に等
しいのではなく投入された公的資金の限界
費用に等しくなければならないという点が
従来との違いである． 

（４）効率的な道路特定財源諸税水準を求
める。特定財源制約下すなわち高速料金収
入と道路特定財源の制約下を想定する。そ
して，効率的な高速料金に加えて効率的な
道路財源諸税率と高速・一般道路の整備水
準を求める公式を作成することが課題であ
る． すなわち，静学モデルでは，高速・
一般道の最適な整備水準に対応した最適な
税率と料金水準，従って，高速・一般道の
最適な予算規模を求めることになる．米国
では，Parry and Small(2005)がガソリン
税の一般税としての最適水準を求めている
が，上記のような想定ではない．モデルの
基本的構造としては，高速道収入と道路特
定財源の合計が高速道と一般道の投資額に
等しいという制約の下で社会的純便益が最
大になる料金，税率，高速・一般投資額（予
算額）を決定するモデルとなる。 一般道
整備の表現（河野），動学化（林山），不
確実性の導入（織田澤）への拡張を試みる，
その成果としては，得られた道路諸税の水
準が現行と比較して高（低）ければ，現行
の特定財源を減（増）税をおこなって特定
財源制度を維持せよということができる． 

 

 
４． 研究成果 

 
（１）特定財源がある高速道と特定財源がな
い公共交通の個別のプロジェクトを整備す
る場合を対象にその個別プロジェクトの効
率的な財源調達法を提示した.その成果は以
下のとおりである。 
第１に，高速道収入と燃料税が当該高速道投
資額と一般道投資額の和に等しいという財
政制約下での効用（准線形を仮定した）を最
大にする料金水準を求める問題として定式
化した。その結果として最適な補助率・利用
者負担率を求めることができることも示し
た。 
第２に，上記制約付き最大問題を，制約のな
い総余剰（＝純便益）最大化問題に置き換え
ることに成功した。後者は，消費者余剰＋燃
料税の限界費用X補助という簡単な式になる
ことを示した。ただし、補助は、建設費マイ
ナス料金・燃料税収入に等しい額である。 
第３に，最適な料金水準は，料金の限界費用
が調達先の財源の限界費用に等しくなる水
準であるということを示し，需要の弾力性や
特定財源の限界費用の関数として明示化す
ることに成功した。 
第4に、高速道建設財源として、当該高速道
路および関連路線からの料金収入（いわゆる
内部補助）、燃料税、道路整備支出の削減を
想定した。そして、それぞれの限界費用を求
める公式と値を求めた。 
第5に、高速道料金の限界費用を求めるにあ
たっては、混雑を想定した。この時、限界的
に料金を上げた時には消費者余剰の料金に
よる減少にプラスの形で混雑緩和便益が発
生することを表現することに成功した。混雑
の程度に応じて限界費用はプラスの値にも
マイナスの値にもなりうることを示した。 
第６に，燃料税の限界費用を求める公式を示
し，実際に燃料消費指標をもちいて計算し，
現行の税水準では1.2～1.4程度であること
を示した。また，燃料税水準が高いほどまた
価格弾性値が高いほど燃料税の限界費用が
大きくなることがわかった。 
第7に、道路整備支出削減の限界費用の公式
を提示し、その値が1.0以上であることを示
した。 
第８に，実際の数個の高速道路路線における
現行の料金水準の妥当性を検討した。その結
果，価格弾性値が低い（高い）かつ交通量の
大きい（少ない）路線では，現行の料金水準
よりも高く（低く）し，受益者負担率を大き
く（小さく），補助を小さく（大きく）する
ことが望ましいことを示した。 
第９に，仙台地下鉄に対しても同様な分析・
試算を行った。ただし，財源としては所得税
と消費税を想定した。また、補助は、建設費
＋運営費―運賃収入）となる。 
（２）特定財源がある高速道・一般道整備計



 
 

画における効率的な整備延長と財源調達法
を提示した。その成果は以下のとおりである
。第１に，高速道料金収入と燃料税が高速道
投資額と一般道投資額の和に等しいという
財政制約下での効用（准線形を仮定）を最大
にする高速料金水準と高速延長と一般道延
長を求める問題として定式化した。その結果
として高速の最適な補助率・利用者負担率を
求めることができることも示した。 
第２に，任意の高速延長が与えられたときの
料金に関する厚生最大問題を，制約のない総
余剰（＝純便益）最大化問題に置き換えるこ
とに成功した。後者は，消費者余剰＋燃料税
の限界費用X補助という簡単な式になること
を示した。 
第３に，上記の問題を費用負担問題として定
式化し，総費用最小化問題として定式化と図
化することに成功し，いわゆる投資限度額方
式の非効率性を指摘した。 
第４に，最適な料金水準は，料金の限界費用
が調達先の財源の限界費用に等しくなる水
準であるということを示し，需要の弾力性や
特定財源の限界費用の関数として明示化す
ることに成功した。 
第５に，最適な高速延長は，いわゆる限界費
用便益比ではなく，限界便益純支出比（限界
便益÷（限界投資額（＝１）―限界料金税金
収入）が調達先の財源の限界費用に等しくな
る水準であるということを示し，需要の弾力
性や特定財源の限界費用の関数として明示
化することに成功した。 
第 6に，一般道の最適延長をも同時に求める
問題を定式化した。最適な延長と料金は，高
速の限界便益純支出比と一般道の限界便益
純支出比と高速料金の限界費用と財源調達
先の限界費用がすべて等しくなるような水
準であることを示した。 

（３）効率的な高速料金に加えて効率的な道

路財源諸税率と高速・一般道路の整備水準を

求める公式を作成した。その成果は以下のと

おりである。 

第１に、高速料金、燃料税およびその他の料

金・税からなる収入が、高速道、一般道、お

よびその他の公共投資・支出の和に等しいと

いう財政制約下での効用（準線形）を最大に

する最適な高速道・一般道・その他の投資水

準と最適な料金・税率水準を求める問題を定

式化した。 

第２に、上記の問題を図化することに成功し

た。すなわち、横軸の長さを最適投資額、原

点から料金収入、右端からは補助額をとり、

縦軸には、順に、限界便益純支出比（限界便

益÷（限界投資額（＝１）―限界料金税金収

入）、料金の限界費用、補助財源の限界費用曲

線を描く。後２者の交点が最適料金と最適費

用負担を示し、その水準と等しい投資限界純

支出比となる投資額が最適投資額となること

を示した。 

第３に、最適性は①すべての財源（料金、税

）の限界費用が等しく、②すべての投資の限

界純支出比が等しく、③財源の限界費用と投

資の限界便益純支出比が等しい、という条件

である。 
第４に、平行する道路に混雑税を課して BRT
の財源を調達するというケーススタディを
行った。この時の定式化は、BRT 通行料、自
動車混雑料金、既存バス通行料金の３者を最
適にする水準を求める形式となること。最適
条件は料金の混雑に与える相互作用のため
に複雑な非線形連立方程式となること。総余
剰は３者の線積分で求めることができるこ
とを示した。 
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